
協会けんぽの財政と保険料率の仕組みについて 

資料２ 



（１）準備金残高（単年度収支差の積上げ）と制度変更等の動き 
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単年度収支差 

財政特例措置期間 

3.9ヵ月分 

3.4ヵ月分 

2.6ヵ月分 

[年度] 

3.1ヵ月分 

保険給付費等に要する 
     費用の１ヵ月分相当 

                            （6年度）                             （9年度）                            （12年度）                           （15年度）                                                        （20年度）           （22年度）                        （27年度）       
                            ・食事療養費                     ・患者負担2割                ・介護保険制度導入       ・患者負担3割、総報酬制へ移行            ・後期高齢者     ・国庫補助率                       ・国庫補助率 
                                    制度の創設                                                                                                                                                                                       医療制度導入  13.0％→16.4％                       16.4％ 
（4年度）                                                                       （10年度）                                                               （14年度、16年度、18年度、20年度）                                                                                                    
 ・国庫補助率                                                               診療報酬・薬価等                                               診療報酬・薬価等のマイナス改定                                                     （28年度）        
 16.4％→13.0％                      のマイナス改定                                                                                                                                                                                                                               診療報酬・薬価等 
                                                   老人保健制度の対象                                                    のマイナス改定 
                                                   年齢引上げ（14年10月～）                                             

8.2% 
   （H4.4月～） 

8.5% 
（H9.9月～） 

8.2% 
（H15.4月～） 

（注）1.平成8年度、9年度、11年度、13年度は国の一般会計より過去の国庫補助繰延分の返済があり、これを単年度収支に計上せず準備金残高に計上している。 
   2.平成21年度以前は国庫補助の清算金等があった場合には、これを単年度収支に計上せず準備金残高に計上している。 

保険料率 
8.4% 

 （H22年度）       （ H23年度）        （H24年度～）  
9.34%   9.50 %  10.00 % 

協会けんぽ発足 

億円 



（２）協会けんぽの保険財政の傾向 

２ 
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診療報酬改定 
▲3.16％ 

・乳幼児の患者負担の軽減 
 （３歳未満→就学前） 
・診療報酬改定  ▲0.82％ 

診療報酬改定 
＋0.19％ 

診療報酬改定 
＋0.00％ 

・患者負担の3割化 
・総報酬制導入 

賃金 
（１人当たり標準報酬月額） 

診療報酬改定 
＋0.10％ 

診療報酬改定 
▲1.0％ 

診療報酬改定 
▲1.31％ 

標準報酬月額上限引上げ 
121万円→139万円 

医療費 
（加入者１人当たり保険給付費） 

赤字構造 

●近年、医療費（１人当たり保険給付費）の伸びが賃金（１人当たり標準報酬）の伸びを上回り、協会けんぽの保険財政は赤字構造 



（３）協会けんぽ設立と平均保険料率等の動き 

３ 

年度 平均保険料率 長野支部料率 国庫補助率 備考 

平成 ４年 ５月 ８．４０％ １３．０％ 

平成 ９年 ４月 患者負担２割 

平成 ９年１０月 ８．５０％ 

平成１５年 ５月 ８．２０％ 患者負担３割、総報酬制へ移行 

平成２０年 ４月 後期高齢者医療制度導入 

平成２０年１０月 ８．２０％ 協会けんぽ発足 

平成２１年１０月 ８．２０％ ８．１５％ 都道府県単位保険料率へ移行  

平成２２年 ４月 ９．３４％ ９．２６％ １６．４％ 財政特例措置（３ゕ年）で１６．４％ 

平成２３年 ４月 ９．５０％ ９．３９％ 

平成２４年 ４月 １０．００％ ９．８５％ 

平成２５年 ４月 ９．８５％ 財政特例措置（２ゕ年延長）で１６．４％ 

平成２６年 ４月 ９．８５％ 

平成２７年 ５月 ９．９１％ １６．４％ 法改正により国庫補助率１６．４％ 

平成２８年 ４月 ９．８８％ 

平成２９年 ４月 ９．７６％ 

平成３０年 ４月 ９．７１％ 

平成３１年 ４月 ※９．６８％ 

※平均保険料率を10.00％に据え置き、激変緩和措置を平均的に解消した場合の荒い試算 



（４－１）保険料率の仕組み 

４ 

【旧政府管掌健康保険（政管健保）時代】 

全国一律保険料率として、全国４７都道府県同一の保険料率を適用 

【協会けんぽへの移行】平成２０年１０月１日 

協会発足後１年以内に都道府県単位保険料率を決定するものとし、それまでの間は政管健保の保険料率を適用 

都道府県ごとに、年齢構成や所得水準の違いを調整した上で、地域の医療費を反映した保険料率を設定 

都道府県単位保険料率への移行に伴い、保険料率が大幅に上昇する支部に対応するため、激変緩和措置が講
じられた 

激変緩和措置 

制度設計年度 措置の終了期限 

当初 平成２５年９月末まで 

平成２２年度 平成３０年３月末までに延長 
→全国統一だった旧政管健保時の料率からの大幅な上昇を緩和するため。 

平成２５年度 平成３２年３月末までに延長 
→引き続き保険料率の大幅な上昇を緩和するため。 

平成２７年度 「平成３６年３月末までの間において政令で定める日までの間」に変更 
→医療に要する費用の適正化等に係る協会の各支部の取組の状況を勘案。 
※平成３２年３月末と政令で定められた。 

年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 

緩和率 1/10 1.5/10 2/10 2.5/10 2.5/10 2.5/10 3/10 4.4/10 5.8/10 7.2/10 8.6/10 10/10 

※31年度・32年度は未定 



（４－２）保険料率の仕組み 

５ 

長野支部保険料率等の推移 

調整前 
第1号 
料率 

年齢 
調整 

所得 
調整 

調整後 
第1号 
料率 

第2号 
料率 

第3号 
料率 

収入等 
率 

激変緩和前
保険料率 

最終料率 
※激変緩和・精算・ 
特別計上等含む 

料率 料率 料率 料率 料率 料率 料率 料率 料率 前年差 

平成２６年 5.00% ▲0.06% ▲0.16% 4.78% 4.58% 0.23% ▲0.03% 9.56% 9.85% ±0.00% 

平成２７年 4.96% ▲0.05% ▲0.17% 4.74% 4.31% 0.49% ▲0.01% 9.52% 9.91% ＋0.06% 

平成２８年 4.95% ▲0.06% ▲0.15% 4.74% 4.15% 0.70% ▲0.02% 9.57% 9.88% ▲0.03% 

平成２９年 5.02% ▲0.06% ▲0.15% 4.80% 4.22% 0.56% ▲0.02% 9.56% 9.76% ▲0.12% 

平成３０年 5.00% ▲0.06% ▲0.18% 4.75% 4.07% 0.79% ▲0.02% 9.59% 9.71% ▲0.05% 

都道府県単位保険料率 

第1号料率 第2号・第3号料率及び収入等の率 激変緩和 精算等 

支部別医療給付費 ＋ 第2号：現金給付、高齢者納付金等 第3号：事業経費等 ＋ ＋ 前々年決算の地域差分精算 

《全国共通料率》 

支部医療給付費±年齢・所得調整+α 

支部の総報酬額 

都道府県単位保険料率を低下させるためには、 
①「分子」の支部医療給付費を下げる→医療費の適正化⇒ ⇒ ⇒保険者として推進すべき事業 
②「分子」のマイナス年齢調整を増やす→全国比較で高齢化が進む⇒ ⇒ ⇒協会では手を出せない 
③「分子」のマイナス所得調整を増やす→全国比較での所得水準が低下する⇒ ⇒ ⇒協会では手を出せない 
④「分母」の総報酬額を上げる→加入者数が増える、標準報酬月額が上がる⇒ ⇒ ⇒協会では手を出せない 



（５）保険料率推移 

６ 

医療給付費の偏差値推移（低位3支部） 

平成３０年度共通料率 

第２号料率 第３号料率 収入等 共通料率合計 

現金給付費、 

前期高齢者納付金等 

保健事業費等 

平成３０年度 ４．０７％ ０．７９％ ０．０２％ ４．８８％ 

現金給付費 ０．４６％ 

納付金等 ３．６１％ 

平成２９年度 ４．２２％ ０．５６％ ０．０２％ ４．８０％ 



（６）保険料率推移 

７ 

年度 平均料率 長野 最高 最低 高低差 

平成20年度 8.20％ 8.20％ 8.20％ － 0.00％ 

平成21年度 8.20％ 8.15％ 北海道  8.26％ 長野   8.15％ 0.11％ 

平成22年度 ９.34％ 9.26％ 北海道  9.42％ 長野   9.26％ 0.16％ 

平成23年度 9.50％ 9.39％ 北・佐   9.60％ 長野   9.39％ 0.21％ 

平成24年度 10.00％ 9.85％  佐賀   10.16％ 長野   9.85％ 0.31％ 

平成25年度 10.00％ 9.85％ 佐賀   10.16％ 長野   9.85％ 0.31％ 

平成26年度 10.00％ 9.85％ 佐賀   10.16％ 長野   9.85％ 0.31％ 

平成27年度 10.00％ 9.91％ 佐賀   10.21％ 新潟   9.86％ 0.35％ 

平成28年度 10.00％ 9.88％ 佐賀   10.33％ 新潟   9.79％ 0.54％ 

平成29年度 10.00％ 9.76％ 佐賀   10.47％ 新潟   9.69％ 0.78％ 

平成30年度 10.00％ 9.71％ 佐賀   10.61％ 新潟   9.63％ 0.98％ 

平成31年度（試算） 10.00％ 9.68％ 10.77％ 9.62％ 1.15％ 

※31年度は未定 


